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資料８ 



①門真市空家等対策計画（素案）について 

平成30年度第２回門真市空家等対策協議会 



 前回の協議会での主な意見とその対応 

１ 

分類 該当箇所 主な意見要旨 対応 

計画の位置付け 第１章-2（Ｐ2） 計画の位置づけにおいて各種計画等を明確にすること 各種計画等を明確にして図へ追加 

目標設定 第３章-１（Ｐ35） 空家等対策の必要性や実現するまちの将来像を示すこと 
門真市の特徴、上位計画、空家等の実態を踏まえた目標を設
定（「安全安心で快適に暮らせる環境づくり」「子育てや仕事がし
やすい住みたい住み続けたいまちづくり」） 

対象とする空家等 第３章-３-（１）（Ｐ37）第４章施策体系（Ｐ50） 空家等を管理状況等で分類した施策を示すこと 

建築物等の状況による取組み方針をわかりやすく表現するため
計画の対象とする空家等を図示（第４章の施策の対象範囲に反
映）                                                               
建築物等の各段階にどの施策が必要か整理 

地域別の取組 

第３章-３-（３）（Ｐ39） 地域別の対策を示すこと 

地域の課題に対応した空家等対策を推進するために都市計画
マスタープランの都市構造にあわせてた地域別取組み記載（中
心拠点・地域生活拠点、北部地域、南部地域を含めた市内全域
の３つに分類し、第４章の施策の対象地域で重点区域に反映） 

第４章-４-（３）（Ｐ49） 
住宅市街地総合整備事業に指定された地域以外の密集市街
地の対策を示すこと 

北部地域以外の密集市街地には狭あい道路、狭小敷地が多く
存在することから除却に関する施策として狭あい道路・狭小敷
地等の改善制度を検討 

空家等の発生抑制 第４章-１-（２）（Ｐ41） インスペクションを促進する取組みの検討を行うこと 
発生抑制に関する施策としてインスペクション(建物現況調査)
の普及啓発セミナー等の開催を検討 

空家等の適正管理 第４章-２-（１）（Ｐ42） 
所有者の意思確認ができない場合についての対策を検討する
こと 

適正管理に関する施策として所有者等が自ら適正に管理する
能力が十分でない場合の対応について検討 

空家等の利活用 第４章-３-（１）（Ｐ44） 利活用のニーズとマッチングが可能な取組みを検討すること 
利活用に関する施策として地域ニーズと所有者等をマッチング
させる制度の構築を検討 

空家等の除却 第４章-４-（１）（Ｐ46） 
空家等を除却した跡地には住宅用地に係る特例が適用されな
いのでその対策について検討すること 

除却に関する施策として空家等除却を行った場合についての補
助制度等の仕組みを検討 

相談体制などの構
築 

第７章-１（Ｐ56） 総合窓口の検討を行うこと 
迅速な対応が必要なため総合窓口を都市政策課に設け、各課
との連携図る 

第７章-２-（５）（Ｐ60） 施策検討においては実施主体を記載するよう検討すること 庁内の連携部署と内容について整理し、実施体制フローを図示 

第４章-１-（１）（Ｐ40）第４章-１-（２）（Ｐ4１） 
第４章-２-（１）（Ｐ42）第７章-２-（５）（Ｐ60） 

大阪の住まい活性化フォーラムの講演等利用すること 
各種団体と連携したセミナーを開催、大阪の住まい活性化
フォーラムとの連携を図示 

計画の進行管理 第８章-３（Ｐ63） 5年先10年先を見据えた進捗管理の方針を示すこと 
空家等対策は持続的な取組が必要であることから短期長期的
な視点からの目標値を設定 

その他 

  耐震補助制度の基準の妥当性について 
一定大阪府内では補助内容がほぼ同じだが、独自に補助金額
を上乗せしている市町村がある 

第３章-２（Ｐ36） 住宅市街地総合整備事業との関係性について 
住宅市街地総合整備事業の取組を踏まえた除却の促進を基本
方針に記載 

  協議会の回数やスケジュールについて再考すること 各委員へ事前に意見を伺い素案を作成 

資料４ 



 第1章 計画の基本的な考え方 

 
 

 

２ 

１．計画策定の背景 
 (抜粋)人口減少や少子高齢化の進行等により、空家等は
増加傾向にあることから、市民の安全で快適な暮らしを
確保し空家等に関する対策を総合的かつ計画的に推進す
るために「門真市空家等対策計画」を策定する。 

２．計画の位置付け 
 

『門真市空家等対策計画』

国の法令・基本指針等

『空家法』

『空家等に関する施策を総合的かつ計

画的に実施するための基本的な指針』

『門真市第５次総合計画』

大阪府の計画

『住まうビジョン・大阪』

（大阪府住生活基本計画）

『空家総合戦略・大阪』

門真市の各種計画等

『門真市まち・ひと・しごと創生総合戦略』

『門真市都市計画マスタープラン』

『門真市建築物等の適正管理に関する条例』

『門真市美しいまちづくり条例』等

即する

整合

整合

即する

【軽微な変更】 
文言の修正 

【追加】 

協議会での意見を踏ま
え各種計画等を明確に
記載 

素案Ｐ１～Ｐ２ 



 第1章 計画の基本的な考え方 

 
 

 

３ 

３．用語の定義と使い分け 
 本計画において、空家法に定義されているものとして用
いる際は「空家等」「特定空家等」と表記し、空家等の
発生予測や既存統計に用いられている住宅・土地統計調
査のデータは「空き家」と表記します。 

４．計画期間 
 「住宅・土地統計調査」の実施年と整合性を図るため
「平成31年度（2019年）から平成37年度（2025年）」
（住宅・土地統計調査結果公表予定の翌年度）までの７
年間とします。 

【追加】 

空家等、空き家の使い
分けについて記載 

計画等 年度 

 

30 年 

（2018

年） 

31 年 

（ 2 0 1 9

年） 

3２年 

（2020

年） 

33 年 

（ 2 0 2 1年） 

34 年 

（2022

年） 

35 年 

（2023年） 

 36 年 

（2024年） 

37 年 

（2025年） 

38 年 

（2026年） 

門真市 

総合計画 

         

住宅・土地統

計調査 

         

門真市空家等

対策計画 

         

 

第 5 次 第６次 

調
査 

公
表 

調
査 

公
表 

７年（必要に応じて適宜見直し） 
改定 
作業 

素案Ｐ３～Ｐ５ 



 第2章 空家等の現状 

 
 

 

４ 

１．空家等の現状把握 
（１）本市の現状 
 ３）年齢別人口の動き  【追加】 

子育て世代の転出に
関するデータを記載 
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100
（人）

枚方市・交野市・寝屋川市・四條畷市 守口市

大阪市 大東市・東大阪市・八尾市・柏原市

その他大阪府 その他近畿

近畿以外

（２）住宅・土地統計調査 【軽微な変更】 
グラフ等の編集 

素案Ｐ６～Ｐ１４ 



 第2章 空家等の現状 

 
 

 

５ 

２．空家等実態調査による現状把握 
 

３．建物等に関するアンケート 
 

【軽微な変更】 
グラフ等の編集 

【軽微な変更】 
グラフ等の編集 

４．これまでの取組み 
（１）条例の制定 
   ・門真市建築物等の適正管理に関する条例 
   ・門真市美しいまちづくり条例 
（２）補助制度等 
   ・耐震診断、設計、改修に関する補助 
   ・除却に関する補助 
   ・道路拡幅や安全対策に関する補助 
（３）その他の取組み 
   ・門真市北部地区住宅市街地総合整備事業 

【追加】 

本市におけるこれまで
の取組みを記載 

素案Ｐ１５～Ｐ３１ 



 第2章 空家等の現状 

 
 

 

６ 

５．空家等に関する課題 
（１）国の統計調査等から見た現状 
 ・人口減少 
 ・少子高齢化 
 ・子育て世代の流出 
 ・空き家の増加 

（２）実態調査からみた現状 
 ・空家等は密集市街地に多く分布 
 ・空家等のうち、66.6％が耐震基準改正前に建築 
 ・空家等のうち、64.7％が長屋、そのほとんどが「一部空き長

屋」 
 ・空家等のうち、管理状態に問題なしが71.7％、管理不全8.6% 

（３）アンケート結果から見た現状 
 ・建物等所有者等は高齢化が進んでいる。 
 ・維持管理は「自分で管理している」の割合が多い。 
 ・居住地が遠方になるほど「誰も維持管理していない」 
 ・空家等になった理由「借り手、買い手がいないため」(府内

在住)、「居住者が死亡したため」(遠方) 
 ・今後の取り扱いとして「賃貸物件として貸し出したい」「売

却したい」の割合が多い。 
 ・支援を受けたい内容「修繕や改修に関する補助」「解体・除

却に対する補助」「有効活用に関する情報提供」 

【変更】 
整理結果を追記 

素案Ｐ３２～Ｐ３３ 



 第2章 空家等の現状 

 
 

 

７ 

５．空家等に関する課題 
（４）空家等の発生要因 
 
（５）現状と発生要因からの考察 
・相続登記の問題、リフォーム費用や売却価格、家賃が
所有者等の希望価格と相違しているなど資金面での制
約から空家等が増加する可能性があるため空家等を発
生させない取組みが必要 

・所有者等の高齢化により空家等の適切な維持管理が困
難になる可能性があり、また長期間にわたって空家等
の状態が続くと管理不全となる空家等の増加が危惧さ
れるため、適正な管理に向けた取組みが必要 

・所有者側の賃貸や売却の意向と利用者側の活用ニーズ
が結びついていないことや、空家等を活用するための
修繕・改修支援や情報提供などを求める声が多くなっ
ていることから利活用の促進に向けた取組みが必要 

・市内の空家等の約7割が北部地域にあり、そのうち約
半数が地震時等に著しく危険な密集市街地に存在して
いる。また、市内の空家等の約７割が昭和56年
（1981年）の耐震基準改正前に建築された建築物等
であることから除却を促進する取組みが必要 

 
 

【変更なし】 
 
【軽微な変更】 
文言の修正 

素案Ｐ３３～Ｐ３４ 



 第3章 空家等対策の基本的な方針 

 
 

 

８ 

１．空家等対策計画の目標 
 今後も人口減少の進行等により、空家等の増加が予
想されることなどから、空家等の適正管理や除却等の
施策を推進し、地域の生活環境の保全を図ることによ
り、安全・安心で快適に暮らせる環境づくりを目指す。
また、空家等の利活用や流通促進に向けた施策の検討
を進め、子育てや仕事がしやすい住みたい住み続けた
いまちづくりを目指す。 

 
２．空家等対策計画の基本方針 
 
 
空家等の発生
抑制 

空家等を生み出さないためには、建築物等所有者等は空家等の問題を認
識することや既存住宅の質を向上させ長く住み続けることなどが重要で
あるため、所有者等の意識の醸成や良好な住宅ストックとしての維持管
理を促進し、空家等の発生を抑制する。 

空家等の適正
管理の促進 

管理不全の空家等は地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしており、
維持管理を適切に行い、管理不全となる空家等を未然に防止するため、
所有者等への意識啓発や情報提供を図ることで適正管理を促進する。 

空家等の利活
用の促進 

空家等を地域資源と捉え所有者等の意向も踏まえながら利活用可能な空
家等の情報を把握する。また本市の各種計画等から地域の課題を見出し、
地域課題の解消や魅力向上等につながる利活用を促進する。  

空家等の除却
の促進 

密集市街地においては老朽家屋等を除却し不燃領域率を向上させるなど
住宅市街地総合整備事業などの取組みが行われている。また、地震によ
る被害の軽減を図ることを目的に耐震性の不足している木造住宅の建替
えを促進する取組みが進められており、これらを踏まえた空家等の除却
を促進する。 

【追加】 

協議会での意見を踏ま
え住宅市街地総合整
備事業との関連を記載 
 

【追加】 

協議会での意見を踏ま
え目標を設定 

素案Ｐ３５～Ｐ３６ 



 第3章 空家等対策の基本的な方針 
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３．施策の対象とする空家等 
（１）対象となる空家等 
 

【追加】 
 

状態

主に適正管理・利活用推進な

どの

対象となる建築物

主に発生抑制などの

対象となる建築物

主に除却などの対象となる建
築物

建築基準法

消防法

道路法

災害救助法

廃棄物処理法

門真市建築物等の適正管理に関する条例

門真市美しいまちづくり条例

民法に基づく財産管理制度 等

空家法

良好

不良

 長屋・共同住宅の空家について 

長屋や共同住宅においては、一部に居住実態があれば空家法の対象とならないことから、本計

画において一部空室のある長屋・共同住宅は空家化した建築物等として取り扱います。 

表 3-1 長屋・共同住宅の状態と空家分類 

建築物等 空家化した建築物等 空家等、特定空家等 

居住中 一部空室、全戸空室 全戸空室 

 

【追加】 

協議会での意見を踏ま
え計画の対象とする空
家等を図示 

素案Ｐ３７ 



 第3章 空家等対策の基本的な方針 
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３．施策の対象とする空家等 
（２）基本方針別の主な対象 
 

【追加】 
 

状態

主に適正管理・利活用推進な

どの

対象となる建築物

主に発生抑制などの

対象となる建築物

主に除却などの対象となる建
築物

建築基準法

消防法

道路法

災害救助法

廃棄物処理法

門真市建築物等の適正管理に関する条例

門真市美しいまちづくり条例

民法に基づく財産管理制度 等

空家法

良好

不良

素案Ｐ３８ 

基本方針 主な対象 

発生抑制 

＜管理状態良好＞ 

・建築物等（居住中） 

・空家化した建築物等 

適正管理 

利活用 

・空家化した建築物等 

・空家等 

※一部施策において建築物等を含む 

除却 

＜管理状態不良＞ 

・空家化した建築物等 

・空家等 

※一部施策において建築物等を含む 

 



 第3章 空家等対策の基本的な方針 
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３．施策の対象とする空家等 
（３）空家等に関する対策の対象とする地域等 
 

【追加】 

協議会での意見を踏ま
え地域別対策を記載 

素案Ｐ３９ 



方針１ 
空家等の発生

抑制 

1-1 建築物所有者等の意識の醸成 
1-1-1 情報提供による建築物所有者等の意識の醸成 

1-1-2 相続登記の促進 

1-2 住宅ストックの良質化の促進 

1-2-1 インスペクション(建物現況調査の普及啓発 

1-2-2 既存建築物の耐震化促進 

1-2-3 リノベーション・リフォームの促進 

方針２ 
空家等の適正
管理の促進 

2-1 
空家等の所有者等への適正管理
に対する意識啓発及び情報提供 

2-1-1 情報提供による空家等所有者等の意識啓発 

2-1-2 管理不全な空家等の所有者等への助言等 

2-1-3 所有者が自ら適正に管理する能力が十分でない場合の対応 

2-2 データベースの効果的な運用 
2-2-1 データベースの運用 

2-2-2 地域と連携した情報把握や見守り活動 

方針３ 
空家等の利活
用の促進 

3-1 
地域課題に応じた空家等の利活

用 

3-1-1 地域活性化に寄与する活用 

3-1-2 空き家バンク制度の構築 

3-2 
空家等の利活用に関する情報提

供等 

3-2-1 空家等活用の取組みに関する情報提供 

3-2-2 空家等に関する相談窓口の充実 

方針４ 
空家等の除却
の促進 

4-1 危険老朽空家等の除却の促進 

4-1-1 危険家屋等の除却の促進 

4-1-2 空家等の除却の促進に向けた取組み 

4-1-3 老朽木造建築物等の除却等の促進 

4-2 
耐震性の不足した空家等の除却

の促進 
4-2-1 耐震性の不足した木造住宅の除却の促進 

4-3 除却した跡地利用の促進 
4-3-1 防災空地の整備 

4-3-2 狭あい道路・狭小敷地等の改善 

 第4章 空家等対策の取組み方針 

12 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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１．空家等の発生抑制 
（１）建築物所有者等の意識の醸成 
 
・情報提供による建築物所有者等の意識の醸成 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：管理状態の良好な建築物等(居住中)・ 

空家化した建築物等 

【具体的な取組み例】 

①空家等に関するパンフレット等の作成 
②広報への情報掲載 
③市ホームページへの情報掲載 
④窓口へのパンフレット等設置 
⑤納税通知書へパンフレット等を同封 
⑥各種団体と連携したセミナーや相談会の実施 

 
  

【変更】 
内容の充実 
 

パンフレット
等の作成 

広報掲載 
市ホーム

ページ掲載 
庁内窓口へ

の設置 
納税通知書
への同封 

相談会・セミ
ナーの実施 

図：意識啓発の手法 

素案Ｐ４０ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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１．空家等の発生抑制 
（１）建築物所有者等の意識の醸成 
 
・相続登記の促進 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：管理状態の良好な建築物等(居住中)・ 

空家化した建築物等 
 
  

【変更】 
内容の充実 
 

【具体的な取組み例】 

①市ホームページへの情報掲載 
②死亡届時の意識啓発パンフレット等配布 
③窓口へのパンフレット等の設置 

 
  

素案Ｐ４０ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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１．空家等の発生抑制 
（２）住宅ストックの良質化の促進 
 
・インスペクション(建築物現況調査)の普及啓発 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：建築物等(居住中)・空家化した建築物等 
 

【変更】 

協議会での意見を踏ま
え内容の充実 
 

図：インスペクション 
  普及啓発セミナーの例 

【具体的な取組み例】 
①市ホームページへの情報掲載 
②各種団体と連携した普及啓発

セミナー等の開催 
 

 

素案Ｐ４１ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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１．空家等の発生抑制 
（２）住宅ストックの良質化の促進 
 
・既存建築物の耐震化促進 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：建築物等(居住中)・空家化した建築物等 
  

【変更】 
内容の充実 
 

図：本市で実施している 
耐震化に関する補助制度 

民間建築物耐震診断補助金交付制度

（対象建物条件）
・一戸建て住宅、長屋又は共同住宅
・現に居住し、又はこれから居住しようとするもの
・昭和56年5月31日以前に建築されたもの 等

（補助内容）
・木造住宅： 耐震診断に要する費用の9/10又は一戸
あたり4万5千円の 低いほう（限度額：100万円）等

耐震設計補助制度

（対象建物条件）
・一戸建て住宅、長屋又は共同住宅で木造のもの
・現に居住し、又はこれから居住しようとするもの
・昭和56年5月31日以前に建築されたもの
・耐震診断の結果、評点が1.0未満のもの 等

（補助内容）
・ 耐震設計に要する費用の7割（限度額：10万円）等

耐震改修補助制度

（対象建物条件）
・一戸建て住宅、長屋又は共同住宅で木造のもの
・現に居住し、又はこれから居住しようとするもの
・昭和56年5月31日以前に建築されたもの
・耐震診断の結果、評点が1.0未満のもの 等

（補助内容）
・ 耐震改修に要する工事費のうち一戸あたり80万円ま
で 等

【具体的な取組み】 
①門真市民間建築物耐震診断
補助制度の実施 

②門真市木造住宅耐震改修設
計補助制度の実施 

③門真市木造住宅耐震改修補
助制度の実施 

 

素案Ｐ４１ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 

 
 

 

17 

１．空家等の発生抑制 
（２）住宅ストックの良質化の促進 
 
・リノベーション・リフォームの促進 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：建築物等(居住中)・空家化した建築物等 
  
【具体的な取組み例】 

①補助制度等の情報提供 
②リノベーション、リフォーム事例の紹介 
③各種団体との連携によるセミナー等の検討 

 

【変更】 
内容の充実 
 

図：リフォーム・リノベーション事例紹介の例（大阪府八尾市） 

素案Ｐ４１ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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２．空家等の適正管理の促進 
（１）空家等の所有者等への適正管理に対する意識啓発

及び情報提供 
 
・空家等所有者等の意識啓発 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：空家化した建築物等・空家等 
 
【具体的な取組み例】 

①管理手法など市ホームページへの情報掲載 
②各種団体と連携した管理や相続などについてセミ

ナーや相談会の開催 
③高齢者や遠方に住んでいる方などへ空家等管理業務

を行っている団体等の情報提供 
 

【変更】 
内容の充実 
 

素案Ｐ４２ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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２．空家等の適正管理の促進 
（１）空家等の所有者等への適正管理に対する意識啓発

及び情報提供 
 
・管理不全な空家等の所有者等への助言等 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：空家化した建築物等・空家等 
 
【具体的な取組み例】 

①管理不全な空家等の所有者等への情報提供・助言 
 
 

 

【変更】 
内容の充実 
 

素案Ｐ４２ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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２．空家等の適正管理の促進 
（１）空家等の所有者等への適正管理に対する意識啓発

及び情報提供 
 
・所有者等が自ら適正に管理する能力が十分でない場合

の対応 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：建築物等(居住中)・空家化した建築物

等・空家等 

【具体的な取組み例】 

①高齢者の生活支援サービス等と連携し、成年後見制
度等の紹介を行うなどを検討 

 
 

 

【追加】 

協議会での意見を踏ま
え追記 
 

素案Ｐ４２ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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２．空家等の適正管理の促進 
（２）データベースの効果的な運用 
 
・データベースの運用 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：空家化した建築物等・空家等 

【具体的な取組み例】 

①措置内容や履歴、進捗状況について記載し継続的な
情報の更新について検討 

 
 

【変更】 
内容の充実 
 

・地域と連携した情報把握や見守り活動 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：空家化した建築物等・空家等 

【具体的な取組み例】 

①空家等の見守り等の連携体制検討 
  

 

素案Ｐ４３ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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３．空家等の利活用の促進 
（１）地域課題に応じた空家等の利活用 
 
・地域活性化に寄与する活用 
 対  象  地  域：市全域（重点地域：中心拠点・地域生活拠点） 
 対象建築物等：空家化した建築物等・空家等 

【具体的な取組み例】 

①公益的な事業等における利活用の検討 
②金融機関等と連携した取組検討 

 
  

 

【変更】 
内容の充実 
 

図：近居・住み替え促進事業（枚方信用金庫） 

素案Ｐ４４ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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３．空家等の利活用の促進 
（１）地域課題に応じた空家等の利活用 
 
・空家等マッチング制度の構築 
 対  象  地  域：市全域 

（重点地域：中心拠点・地域生活拠点） 
 対象建築物等：空家化した建築物等・空家等 

【具体的な取組み例】 

①不動産関係団体等と連携した空家等マッチング制度検討 
  

 

図：スキーム例 

【変更】 

協議会での意見を踏ま
え、内容に充実 
 

素案Ｐ４４ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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３．空家等の利活用の促進 
（２）空家等の利活用に関する情報提供等 
 
・空家等活用の取組みに関する情報提供 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：空家化した建築物等・空家等 

【具体的な取組み例】 

①市ホームページへの情報掲載 
②各種団体と連携したセミナーや勉強会等の検討 
 

・空家等に関する相談窓口の充実 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：空家化した建築物等・空家等 

【具体的な取組み例】 

①相談体制構築の検討 
②各種団体との連携体制の構築 
  
 
  

 

【変更】 
内容の充実 
 

素案Ｐ４５ 
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４．空家等の除却の促進 
（１）危険老朽空家等の除却の促進 
 
・危険空家等の除却の促進 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：管理状態の不良な空家化した建築物

等・空家等 

【具体的な取組み例】 

①門真市危険家屋等除却補助制度の実施及び情報提供 
 

 
（対象建物条件）
・判定基準により危険家屋と判定されるもの
・昭和56年（1981年）5月31日以前に建築されたもの
・住宅の場合は空き家であること 等

（補助内容）
・一戸建て住宅：工事費用の2/3（上限：60万円）
・長屋又は共同住宅：工事費用の2/3、かつ戸当たり30万円（上限200万円） 等

危険家屋等除却補助制度（門真市内全域が対象）

【変更なし】 
 
 

素案Ｐ４６ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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４．空家等の除却の促進 
（１）危険老朽空家等の除却の促進 
 
・老朽木造建築物等の除却等の促進 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：管理状態の不良な空家化した建築物

等・空家等 

【具体的な取組み例】 

①門真市老朽木造建築物等除却補助制度の実施及び情
報提供 

  
 

【変更なし】 
 

素案Ｐ４７ 

 

門真市老朽木造建築物等除去補助制度（地震時等に著しく危険な密集市街地が対象） 

（平成30年（2018年）度から平成32年（2020年）度まで） 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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４．空家等の除却の促進 
（２）耐震性の不足した空家等の除却の促進 
 
・耐震性の不足した木造住宅の除却の促進 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：管理状態の不良な建築物等(居住中)・空

家化した建築物等・空家等 

【具体的な取組み例】 

①門真市木造住宅除却補助制度の実施及び情報提供  
 

（対象建物条件）
・昭和56年（1981年） 5月31日以前に建築されたもの
・耐震診断の結果、評価点が一定数字以下の建物
・住宅部分の床面積が30㎡を超えるもの 等

（補助内容）
・一戸建て：工事費用の1/2（上限：30万円）
・長屋又は共同住宅：工事費用の1/2かつ戸当たり30万円 （上限200万円） 等

木造住宅除去補助制度（門真市内全域が対象）

【変更なし】 
 
 

素案Ｐ４８ 



 第4章 空家等対策の取組み方針 
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４．空家等の除却の促進 
（３）除却した跡地利用の促進 
 
・防災空地の整備 
 対  象  地  域：市全域 

（重点地域：北部地域） 
 対象建築物等：管理状態の不良な空家化した建築物

等・空家等、特定空家等 

【具体的な取組み例】 

①防災空地の整備に関する補助制度等の検討  
 

図：防災空地整備の例（福井県越前町） 

【変更】 
内容の充実 
 

素案Ｐ４９ 
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４．空家等の除却の促進 
（１）危険老朽空家等の除却の促進 
 
・空家等の除却の促進に向けた取組み 
 対  象  地  域：市全域 
 対象建築物等：管理状態の不良な空家化した建築物

等・空家等 

【具体的な取組み例】 

①空家等の除却を行った場合に増加した固定資産税分
を支給するなどのニーズを把握し、先進事例等の取
組みについて調査研究 

  
 

【追加】 

協議会での意見を踏ま
え追加 
 

素案Ｐ４６ 
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４．空家等の除却の促進 
（３）除却した跡地利用の促進 
 
・狭あい道路・狭小敷地等の改善 
 対  象  地  域：市全域 

（重点地域：狭あい道路沿い、狭小敷地） 
 対象建築物等：管理状態の不良な空家化した建築物

等・空家等、特定空家等 

【具体的な取組み例】 

①門真市狭あい道路拡幅整備事業補助制度の実施及び
情報提供 

  
 

【追加】 

協議会での意見を踏ま
え追記 
 

素案Ｐ４９ 
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４．空家等の除却の促進 
（３）除却した跡地利用の促進 
 
・狭あい道路・狭小敷地等の改善制度の検討 
 ②土地区画整理事業に至らない小規模事業等の検討 

  
 大東市では、狭小な住宅地を解消し、良質な住空間を創出するため、50平方メート

ル以下の隣接地（民有地）を買い取る際に補助を行う「隣接地等取得費補助事業」を
実施しています。

大東市隣接地等取得費補助事業

対象となる
土地

補助の対象となる土地
①立地適正化計画の居住誘導区域内
②現住宅地と2ｍ以上接し、50㎡以下
③買取後の土地が、建築基準法の建築可能要件を満たすこと
④隣接地（建物も含む）は、補助対象者、補助対象者の配偶者の2親等以内の親族、
現住宅地の所有者の2親等以内の親族が所有していたものでないこと

対象者

①次のいずれかに該当する方
・大東市内にある居住の用に供する土地の所有者で、1年以上居住している者
・現住宅地の所有者の2親等以内の直系親族で、現住宅地の所有者と現住宅地に1年

以上居住している者
・現住宅地の所有者の配偶者の２親等以内の直系親族で、現住宅地の所有者と現住宅

地に1年以上居住している者
②申込み時に隣接地を有償取得し、所有権移転登記を完了していること
③隣接地の所有権を取得した日から3年以上居住する見込みであること

補助対象
費用及び
補助額

測量費用および明示費用の1/2
登記費用の1/2
不動産仲介手数料の1/2
不動産取得費用の1/10
補助額・・・上記の合計額で最大50万円（3年分割払い）

図：隣接地等取得費補助の例（大阪府大東市） 

【追加】 

協議会での意見を踏ま
え追加 
 

素案Ｐ４９ 
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【追加】 

協議会での意見を踏ま
え施策の体系を整理 

素案Ｐ５０ 



 第5章 空家等の調査について 
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１．空家等の調査 
（１）空家等の所有者等の調査 

  
 
 
 
 
 
 
 
（２）立ち入り調査 

 特定空家等に対する措置の実施においては、必要に
応じて、空き家等への立ち入り調査を行います。 

 

手 法 

空家等の
判断 

外観調査及び水道使用者情報など 

所有者等
の調査 

不動産登記簿、住民票、戸籍、固定
資産税課税情報など 

【変更なし】 
 
 

素案Ｐ５１ 



 第6章 特定空家等に対する措置等 
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１．特定空家等に対する措置 
【変更】 
内容の整理、フロー化 
 

素案Ｐ５３ 
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２．その他法令に基づく措置 
 
・建築基準法に基づく保安上危険な既存不適格建築物等
に対する措置 

 
・消防法に基づく火災の予防のための措置 
 
・道路法に基づく禁止行為等に対する措置 
 
・災害救助法に基づく救助 
 
・門真市建築物等の適正管理に関する条例 
 
・門真市美しいまちづくり条例 
 
・民法に基づく財産管理制度 

【追加】 
 

素案Ｐ５４～Ｐ５５ 
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１．住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 
 

相談窓口
（門真市 まちづくり部 都市政策課）

住民・空家等所有者等

相談対応・情報共有・連携

回答

回答

【対応部署】
○保安上危険な空家等に関すること

建築指導課
○空家等対策のうち環境美化に関すること

環境政策課

【情報共有部署】
〇特定空家等に関する情報共有

地域整備課、課税課
〇情報提供等

課税課、市民課、お客さまセンターなど

【連携部署】
○地域との連携

危機管理課、地域政策課、文化・自治振興課など
〇利活用に関する情報共有

魅力発信課、地域政策課、産業振興課、福祉政策
課、障がい福祉課、高齢福祉課、こども政策課、
子育て支援課など

第7章 住民等からの空家等に関する相談への対応及び空家等対策の実施体制等について 

【追加】 

協議会での意見を踏ま
え窓口を一本化 

素案Ｐ５６ 
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２．空家等対策の実施体制に関する事項 

第7章 住民等からの空家等に関する相談への対応及び空家等対策の実施体制等について 

民間事業者・専門家団体
〇専門的相談（空家等の売買及び賃貸、相続・権利関係の整理、

紛争解決等）

〇中古住宅の有効活用及び流通促進の提案（建物診断、利活用
等）

〇市の空家等対策の取組への連携及び協力
など

門真市空家等対策協議会
〇計画の作成及び変更並びに実施に関す

る協議

門真市空家等対策協議会専門部会
〇特定空家等に関する協議

地域・市民
〇良好な地域コミュティーの形成
〇空家等に関する情報提供
〇市の空家等対策の取組への協力

など

国、大阪府及び

大阪の住まい活性化
フォーラム

〇空家等の専門的な相談

〇市への空家対策への情
報提供及び助言

など

住民・空家等所有者等

門 真 市

支援・実施相談・依頼

支援

相談

相談

支援相談

支援

相談窓口
まちづくり部都市政策課

情報共有・連携部署
○保安上危険な空家等に関すること

建築指導課
○空家等対策のうち環境美化に関すること

環境政策課
〇特定空家等に関する情報共有

地域整備課、課税課
〇情報提供等

課税課、市民課、お客さまセンターなど
○地域との連携

危機管理課、地域政策課、文化・自治振興課など
〇利活用に関する情報共有

魅力発信課、地域政策課、産業振興課、福祉政策
課、障がい福祉課、高齢福祉課、こども政策課、
子育て支援課など

協議

協議

連携

報告

【追加】 

協議会での意見を踏ま
え施策の実施主体、大
阪の住まい活性フォー
ラムとの連携などにつ
いて記載 

素案Ｐ６０ 



第8章 計画実現に向けて 
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１．主体別の役割 
（１）市の役割 

・空家等対策の取組の推進など主体的な役割を担う。 
 

（２）市民・地域の役割 
・空家等の適切な管理 
・良好な地域コミュニティの形成 
・空家等対策への協力 
・市への情報提供 
 

（３）民間事業者等の役割 
・所有者等への啓発 
・行政機関への協力 
 

（４）市と市民、民間事業者などの連携 
・より効果的な対策のため、市民や民間事業者が協議

会等へ参画するなど連携を強化し空家等対策に取り
組む。 

 

【追加】 

素案Ｐ６１ 



計画の実現に向けた連携について 
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施策の連携について（ケース１） 
  

 
所有者等へのアプローチ

・セミナーや相談会の実施

市窓口への相談

・納税通知書等への同封
・広報の確認
・パンフレットの確認（市窓口）
・市ホームページの確認

・内容の聞取り
・関係部署等との調整

利活用希望の所有者等への提案

利活用する場合
・各種補助制度等の

情報提供
・関連団体(専門家)等

の紹介

除却する場合
・各種補助制度等の

情報提供
・除却後の跡地活用

を含めた提案

売買等希望の場合
・空家等マッチング

制度の利用提案

（都市政策課） 



計画の実現に向けた連携について 
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施策の連携について（ケース２） 
  

 

緊急安全措置の検討
民法に基づく財産管理
制度等の利用を検討

近隣・地域住民へのアプローチ

・空家等の見守り等の連携体制
・広報の確認
・パンフレットの確認（市窓口）
・市ホームページの確認

利活用希望の所有者等

への連絡

所有者等への助言
・情報提供

緊急の場合 所有者が確知
できない場合

・相談があった場合は提案を行う。
・改善しない場合は特定空家等判断フローに応じ

て対応する。

市窓口への相談

・現地確認 ・所有者調査

空家等の発見・ 問題の発生等

所有者等への連絡 

（都市政策課） 



第8章 計画実現に向けて 
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２．計画の進行管理 
・PDCAサイクルにより定期的な評価・検証等を行い、適
切な計画の進捗管理を行う。 
 

３．計画の効果検証 
 

【追加】 

項目 指標 現況値 目標値 

空家等
の発生
抑制 

住宅土地統計調査の空き
家（その他の住宅）数 

2,670件 
平成25年（2013

年）度末 

平成35年 
（2023年）度末 

増加させない 

空家等
の適正
管理の
促進 

相談会、セミナー等の開催
回数 

0件 
平成30年（2018

年）度末 

7件 
平成37年 

（2025年）度末 

空家等
の利活
用促進 

相談を受けた空家等が活
用された件数（除却後の跡
地の活用を含む） 

0件 
平成30年（2018

年）度末 

14件 
平成37年 

（2025年）度末 

空家等
の除却
の促進 

門真市老朽木造建築物等
除却補助制度の件数 

0件 
平成29年

（2017年）度末 

443件 
平成32年 

（2020年）度末 

【追加】 

前回協議会意見を踏
まえ、目標値を設定 

素案Ｐ６２～Ｐ６３ 



 今後のスケジュール（案） 

○平成29年度第1回門真市空家等対策協議会 平成30年1月12日 

 

○平成30年度第１回門真市空家等対策協議会 平成30年5月21日 

 

○平成30年度第２回門真市空家等対策協議会 平成30年9月27日（今回） 
 
 

○パブリックコメント  平成30年11月頃を予定 
 
 

○平成30年度第３回門真市空家等対策協議会 平成31年1月下旬頃を予定 
パブリックコメント結果の報告 
門真市空家等対策計画 原案の確認 
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②門真市特定空家等判断基準（案）について 

平成30年度第２回門真市空家等対策協議会 



門真市特定空家等判断基準（案）について 

１ 

特定空家等判断基準（案） 
 

⑤総合判定　

・「①認められる状態の有無」の項目で１つでも該当がある場合に特定空家等とする。 Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

・得点を計上し、全合計が100点以上となるものを特定空家等に対する措置を講ずる特定空家等とする。

イ.建築物の著しい傾斜 □ 2 1 2 1 倒壊等

基礎及び土台 □ 2 1 2 1 倒壊等

柱、梁、筋交、柱と梁の接合部 □ 2 1 2 1 倒壊等

□ 2 1 2 1 脱落、飛散

□ 2 1 2 1 脱落、飛散

□ 2 1 2 1 脱落、飛散

□ 2 1 2 1 脱落、飛散

□ 2 1 2 1 倒壊、脱落、飛散

擁壁が老朽化し危険となるおそれがある。 □ 2 1 2 1 倒壊等

合計

□ 2 1 2 1 有害物質飛散

□ 2 1 2 1 臭気

□ 2 1 2 1 臭気

□ 2 1 2 1 臭気

□ 2 1 2 1 動物等侵入

合計

□ 2 1 2 1 景観

□ 2 1 2 1 景観

□ 2 1 2 1 景観

□ 2 1 2 1 景観

□ 2 1 2 1 景観

□ 2 1 2 1 景観

合計

□ 2 1 2 1 倒壊、脱落、飛散

□ 2 1 2 1 越境

□ 2 1 2 1 音

□ 2 1 2 1 臭気

□ 2 1 2 1 動物の毛等飛散

□ 2 1 2 1 動物等侵入

□ 2 1 2 1 動物等侵入

□ 2 1 2 1 害虫等侵入

□ 2 1 2 1 住民不安

□ - - - - - 落雪

□ 2 1 2 1 流出

合計

総合計

調査番号【　　　　　　】所在地【　　　　　　　　　　　】調査日【　　　　　　　】調査員【　　　　　　　】

建築指導課

1.「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」であるか否かの判断基準

②悪影響の度合い（A）

周辺に影響を及ぼす場合や可

能性がある場合に加点

③影響度の範囲（Ｂ） ④危険等の切迫性（Ｃ）

（参考）周辺に影響

を与える事項

特定空家等判断基準（案）

Ａ×Ｂ×Ｃ切迫性が高く

ない

①認められる

状態の有無

（1）建築物が倒壊等する恐れがある

50

通行量が多い道路

隣接地に広範囲に影響

敷地境界隣接地を超えて影響(臭

気・音)

景観保全に影響

その他 切迫性が高い

 建築物が著しく保安上危険となるおそれがある

備考

50

50

ロ.構造耐力上主要な部分の損傷等

（2）屋根、外壁等が脱落、飛散等する恐れがある

イ.屋根ふき材、”ひさし”または軒 40

ロ.外壁 40

ハ.看板、給湯設備、屋上水槽等 40

ニ.屋外階段又はバルコニー 40

ホ.門又は塀 40

40

環境政策課

2.「そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態」であるか否かの判断基準

建築物又は設備等の破損等が原因で、そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれがある

（1）建築物又は設備等の破損等が原因で、そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれがある

吹付け石綿等が使用されており飛散し暴露するおそれがある。 50

浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 30

排水等の流出により、臭気の発生がある。 30

（2）ごみ等の放置、不法投棄が原因で、そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれがある。

ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 30

ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしてい

る。
30

環境政策課

3.「適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態」であるか否かの判断基準

適切な管理が行われていない結果、既存の景観のルールに著しく適合しない状態となっている。

地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状態となっている。 25

 周囲の景観と著しく不調和な状態である。 

屋根や外壁等が汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置されている。 25

建物の窓ガラスが半数以上割れたまま放置されている。 25

看板等が原型をとどめず、本来の用をなさない程度まで破損、汚損したまま放置されている。 25

立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。 25

敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。 25

環境政策課

4.「その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」であるか否かの判断基準

 立木が原因で、以下の状態にある。

立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量に散らばっている。 30

立木の枝等が近隣の家屋の敷地に越境したり、近隣の道路等にはみ出し、歩行者や車両の通行を妨げている。 25

 空家等に住みついた動物等が原因で、以下の状態にある。

動物等の鳴き声等の騒音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 30

動物等のふん尿や汚物等による臭害が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 30

敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 25

多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 30

住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 30

シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 30

 建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある。

門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に侵入できる状態で放置されている。 30

屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落雪が発生し、歩行者等の通行を妨げている。 -

周辺の道路や家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。 50



門真市特定空家等判断基準（案）について 

２ 

判断基準（案）の比較 
 変更点

イ.建築物の著しい傾斜 イ.建築物の著しい傾斜

（イ）基礎及び土台 基礎及び土台

（ロ）柱、はり、筋かい、柱とはりの接合部 柱、梁、筋交、柱と梁の接合部

１'．第8の1-2「建築物が著しく保安上危険となるおそれがある状態の判定表」の評点の合計が100点を超える。 上記項目と重複しているため削除。

２． 擁壁が老朽化し危険となるおそれがある。 ② 擁壁が老朽化し危険となるおそれがある。

項目の統合

　　〃

・周辺の道路や家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。 周辺の道路や家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。

（３）建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある。 建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある。

・門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に侵入できる状態で放置されている。 門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に侵入できる状態で放置されている。

・屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落雪が発生し、歩行者等の通行を妨げている。 屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落雪が発生し、歩行者等の通行を妨げている。

・多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。

・住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。

・シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。

・動物等の鳴き声等の騒音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 動物等の鳴き声等の騒音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。

・動物等のふん尿や汚物等による臭害が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 動物等のふん尿や汚物等による臭害が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。

・敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。

・立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量に散らばっている。 立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量に散らばっている。

・立木の枝等が近隣の家屋の敷地に越境したり、近隣の道路等にはみ出し、歩行者や車両の通行を妨げている。 立木の枝等が近隣の家屋の敷地に越境したり、近隣の道路等にはみ出し、歩行者や車両の通行を妨げている。

（２）空家等に住みついた動物等が原因で、以下の状態にある。 空家等に住みついた動物等が原因で、以下の状態にある。

・敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。 敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。

④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」であるか否かの判断基準 4.「その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」であるか否かの判断基準

（１）立木が原因で、以下の状態にある。 立木が原因で、以下の状態にある。

・多数の窓ガラスが割れたまま放置されている。 建物の窓ガラスが半数以上割れたまま放置されている。

・看板等が原型をとどめず、本来の用をなさない程度まで破損、汚損したまま放置されている。 看板等が原型をとどめず、本来の用をなさない程度まで破損、汚損したまま放置されている。

・立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。 立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。

・地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状態となっている。 地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状態となっている。

（２）その他、以下のような状態にあり、周囲の景観と著しく不調和な状態である。  周囲の景観と著しく不調和な状態である。 

・屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置されている。 屋根や外壁等が汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置されている。

（１）適切な管理が行われていない結果、既存の景観のルールに著しく適合しない状態となっている。 適切な管理が行われていない結果、既存の景観のルールに著しく適合しない状態となっている。

・景観法に基づき景観計画を策定している場合において、当該景観計画に定める建築物又は工作物の形態意匠等の制限に著しく適

合しない状態となっている。

・景観法に基づき都市計画に景観地区を定めている場合において、当該都市計画に定める建築物の形態意匠等の制限に著しく適合

しない、又は条例で定める工作物の形態意匠等の制限等に著しく適合しない状態となっている。

・ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。

・ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。

③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 3.「適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態」であるか否かの判断基準

・浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。

・排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 排水等の流出により、臭気の発生がある。

（2）ごみ等の放置、不法投棄が原因で、以下の状態にある。 （2）ごみ等の放置、不法投棄が原因で、そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれがある。

建築物又は設備等の破損等が原因で、そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれがある

（1）建築物又は設備等の破損等が原因で、そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれがある （1）建築物又は設備等の破損等が原因で、そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれがある

・吹付け石綿等が使用されており飛散し暴露するおそれがある。 吹付け石綿等が使用されており飛散し暴露するおそれがある。

（ニ）屋外階段又はバルコニー ニ.屋外階段又はバルコニー

（ホ）門又は塀 ホ.門又は塀

②そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 2.「そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態」であるか否かの判断基準

（イ）屋根ふき材、ひさし又は軒 イ.屋根ふき材、”ひさし”または軒

（ロ）外壁 ロ.外壁

（ハ）.看板、給湯設備、屋上水槽等 ハ.看板、給湯設備、屋上水槽等

（1）建築物が倒壊等する恐れがある （1）建築物が倒壊等する恐れがある

ロ.構造耐力上主要な部分の損傷等 ロ.構造耐力上主要な部分の損傷等

（2）屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある。 （2）屋根、外壁等が脱落、飛散等する恐れがある

①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 1.「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」であるか否かの判断基準

１．建築物が著しく保安上危険となるおそれがある。 建築物が著しく保安上危険となるおそれがある

判断基準の比較

大阪府 門真市



門真市特定空家等判断基準（案）について 

３ 

特定空家等の判定例  

・瓦のずれ（雨水の侵入等構造体への影響） 
 
・屋根の破損あり（落下の危険性あり） 
 
・外壁の破損あり（剥落の危険性あり） 
 
・設備（煙突）（落下の危険性あり） 

用途：住宅 
 
建築年：昭和33年1月2日 
 
構造：木造 
 
階数：2階建て 
 
前面道路：４ｍ以下 



門真市特定空家等判断基準（案）について 

５ 

特定空家等の判定例  

④総合判定　

・「①認められる状態の有無」の項目で１つでも該当がある場合に特定空家等とする。 Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

・得点を計上し、全合計が100点以上となるものを特定空家等に対する措置を講ずる特定空家等とする。

イ.建築物の傾斜 □ 2 1 2 1 倒壊等

基礎及び土台 □ 2 1 2 1 倒壊等

柱、梁、筋交、柱と梁の接合部 □ 2 1 2 1 50 倒壊等 瓦がずれており、雨水の侵入等構造体への影響が考えられる。

□ 2 1 2 1 40 脱落、飛散 袖瓦が落下しているが、近隣等への影響は切迫していない。

□ 2 1 2 1 40 脱落、飛散 劣化した部分の外壁がすでに撤去されている。

□ 2 1 2 1 40 脱落、飛散 給湯設備の煙突が倒れているが、針金で緊結されている。

□ 2 1 2 1 脱落、飛散

□ 2 1 2 1 倒壊、脱落、飛散

② 擁壁が老朽化し危険となるおそれがある。 □ 2 1 2 1 倒壊等

合計 170

総合計 170

通行量が多い道路

隣接地に広範囲に影響

敷地境界隣接地を超えて影響(臭

気・音)

景観保全に影響

その他 切迫性が高い

建築指導課

特定空家等判断基準（案）

①認められる

状態の有無

②悪影響の度合い（A）

周辺に影響を及ぼす場合や可

能性がある場合に加点

③影響度の範囲（Ｂ） ④危険等の切迫性（Ｃ）

（参考）周辺に影響

を与える事項

1.「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」であるか否かの判断基準

① 建築物が著しく保安上危険となるおそれがある

備考
Ａ×Ｂ×Ｃ切迫性が高く

ない

（1）建築物が倒壊等する恐れがある

50

ロ.構造耐力上主要な部分の損傷等

50

50

（2）屋根、外壁等が脱落、飛散等する恐れがある

イ.屋根ふき材、”ひさし”または軒 40

ロ.外壁 40

ハ.看板、給湯設備、屋上水槽等 40

ニ.屋外階段又はバルコニー 40

ホ.門又は塀 40

40

✓
✓
✓

✓



門真市特定空家等判断基準（案）について 

４ 

④総合判定　

・「①認められる状態の有無」の項目で１つでも該当がある場合に特定空家等とする。 Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

・得点を計上し、全合計が100点以上となるものを特定空家等に対する措置を講ずる特定空家等とする。

イ.建築物の傾斜 □ 2 1 2 1 倒壊等

基礎及び土台 □ 2 1 2 1 倒壊等

柱、梁、筋交、柱と梁の接合部 □ 2 1 2 1 50 倒壊等 瓦がずれており、雨水の侵入等構造体への影響が考えられる。

□ 2 1 2 1 40 脱落、飛散 袖瓦が落下しているが、近隣等への影響は切迫していない。

□ 2 1 2 1 40 脱落、飛散 劣化した部分の外壁がすでに撤去されている。

□ 2 1 2 1 40 脱落、飛散 給湯設備の煙突が倒れているが、針金で緊結されている。

□ 2 1 2 1 脱落、飛散

□ 2 1 2 1 倒壊、脱落、飛散

② 擁壁が老朽化し危険となるおそれがある。 □ 2 1 2 1 倒壊等

合計 170

総合計 170

通行量が多い道路

隣接地に広範囲に影響

敷地境界隣接地を超えて影響(臭

気・音)

景観保全に影響

その他 切迫性が高い

建築指導課

特定空家等判断基準（案）

①認められる

状態の有無

②悪影響の度合い（A）

周辺に影響を及ぼす場合や可

能性がある場合に加点

③影響度の範囲（Ｂ） ④危険等の切迫性（Ｃ）

（参考）周辺に影響

を与える事項

1.「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」であるか否かの判断基準

① 建築物が著しく保安上危険となるおそれがある

備考
Ａ×Ｂ×Ｃ切迫性が高く

ない

（1）建築物が倒壊等する恐れがある

50

ロ.構造耐力上主要な部分の損傷等

50

50

（2）屋根、外壁等が脱落、飛散等する恐れがある

イ.屋根ふき材、”ひさし”または軒 40

ロ.外壁 40

ハ.看板、給湯設備、屋上水槽等 40

ニ.屋外階段又はバルコニー 40

ホ.門又は塀 40

40

✓
✓
✓

✓

特定空家等の判定例  

⑤ 



門真市特定空家等判断基準の確認 

６ 

特定空家等の判定例  

・敷地内及び道路にごみ等が散乱している 
 
・立木の枝等が敷地外に突出している 
 
 
 

用途：住宅 
 
建築年：昭和52年12月1日 
 
構造：木造 
 
階数：2階建て 
 
前面道路：４ｍ以上 



門真市特定空家等判断基準の確認 

７ 

特定空家等の判定例 
⑤総合判定　

・「①認められる状態の有無」の項目で１つでも該当がある場合に特定空家等とする。 Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

・得点を計上し、全合計が100点以上となるものを特定空家等に対する措置を講ずる特定空家等とする。

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1 50

合計 50

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1 50

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ - - - - -

□ 2 1 2 1

合計 50

総合計 100

通行量が多い道路

隣接地に広範囲に影響

敷地境界隣接地を超えて影響(臭

気・音)

景観保全に影響

その他 切迫性が高い

特定空家等判断基準（案）

①認められる

状態の有無

②悪影響の度合い（A）

周辺に影響を及ぼす場合や可

能性がある場合に加点

③影響度の範囲（Ｂ） ④危険等の切迫性（Ｃ）

Ａ×Ｂ×Ｃ切迫性が高く

ない

環境政策課

3.「適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態」であるか否かの判断基準

① 適切な管理が行われていない結果、既存の景観のルールに著しく適合しない状態となっている。

地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状態となっている。 25

② 周囲の景観と著しく不調和な状態である。 

屋根や外壁等が汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置されている。 25

建物の窓ガラスが半数以上割れたまま放置されている。 25

看板等が原型をとどめず、本来の用をなさない程度まで破損、汚損したまま放置されている。 25

立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。 25

敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。 25

環境政策課

4.「その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」であるか否かの判断基準

① 立木が原因で、以下の状態にある。

立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量に散らばっている。 30

立木の枝等が近隣の家屋の敷地に越境したり、近隣の道路等にはみ出し、歩行者や車両の通行を妨げている。 25

② 空家等に住みついた動物等が原因で、以下の状態にある。

動物等の鳴き声等の騒音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 30

動物等のふん尿や汚物等による臭害が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 30

敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 25

多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 30

住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 30

シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 30

③ 建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある。

門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に侵入できる状態で放置されている。 30

屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落雪が発生し、歩行者等の通行を妨げている。 -

周辺の道路や家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。 50

✓

✓



門真市特定空家等判断基準の確認 

８ 

特定空家等の判定例 
⑤総合判定　

・「①認められる状態の有無」の項目で１つでも該当がある場合に特定空家等とする。 Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

・得点を計上し、全合計が100点以上となるものを特定空家等に対する措置を講ずる特定空家等とする。

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1 50

合計 50

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1 50

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ 2 1 2 1

□ - - - - -

□ 2 1 2 1

合計 50

総合計 100

通行量が多い道路

隣接地に広範囲に影響

敷地境界隣接地を超えて影響(臭

気・音)

景観保全に影響

その他 切迫性が高い

特定空家等判断基準（案）

①認められる

状態の有無

②悪影響の度合い（A）

周辺に影響を及ぼす場合や可

能性がある場合に加点

③影響度の範囲（Ｂ） ④危険等の切迫性（Ｃ）

Ａ×Ｂ×Ｃ切迫性が高く

ない

環境政策課

3.「適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態」であるか否かの判断基準

① 適切な管理が行われていない結果、既存の景観のルールに著しく適合しない状態となっている。

地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状態となっている。 25

② 周囲の景観と著しく不調和な状態である。 

屋根や外壁等が汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置されている。 25

建物の窓ガラスが半数以上割れたまま放置されている。 25

看板等が原型をとどめず、本来の用をなさない程度まで破損、汚損したまま放置されている。 25

立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。 25

敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。 25

環境政策課

4.「その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」であるか否かの判断基準

① 立木が原因で、以下の状態にある。

立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量に散らばっている。 30

立木の枝等が近隣の家屋の敷地に越境したり、近隣の道路等にはみ出し、歩行者や車両の通行を妨げている。 25

② 空家等に住みついた動物等が原因で、以下の状態にある。

動物等の鳴き声等の騒音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 30

動物等のふん尿や汚物等による臭害が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 30

敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 25

多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 30

住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 30

シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 30

③ 建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある。

門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に侵入できる状態で放置されている。 30

屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落雪が発生し、歩行者等の通行を妨げている。 -

周辺の道路や家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。 50

✓

✓


